
令和２年度事業報告書

令和２年度は、特定屋外タンク貯蔵所等に係る受託審査の的確かつ効率的な実施を図

るとともに、危険物等の保安技術に関する調査研究、危険物・危険物施設に関する情報

収集・提供、危険物関連設備等の性能評価等や危険物運搬容器の試験確認業務等の確実

な実施に取り組むなど着実な業務運営を目指してまいりました。

その概要については、次のとおりです。

本報告書の数値は契約ベースでの数値のため、財務諸表の数値とは異なっています。

また、実績額の下段括弧書きの数値は、令和２年度予算額を表記しています。

１ 特定屋外タンク貯蔵所等の受託審査

８８２基 ４９７，１８０千円

（５０５，３７５千円）

特定屋外タンク貯蔵所等に係る受託審査契約は、予算対比で、基数は４基の増、

金額は８，１９５千円の減となりました。審査区分ごとの内訳は、次表のとおりで

す。

(単位：基、千円、％)

令 和 ２ 年 度 令 和 ２ 年 度 差引増減基数・ 増減率

区 分 契約基数・金額 予算基数・金額 金額(契約-予算) 契約／予算

基 数 金 額 基 数 金 額 基 数 金 額 基数 金額

特定屋外タンク 863 491,537 844 495,628 19 △ 4,091 2.3 △ 0.8

内 設 置 審 査 18 10,539 32 18,435 △ 14 △ 7,896 △ 43.0 △ 42.8

変 更 審 査 649 309,204 604 294,626 45 14,578 7.5 4.9

訳 保 安 審 査 196 171,794 208 182,567 △ 12 △ 10,773 △ 5.8 △ 5.9

準特定屋外タンク 19 5,643 34 9,747 △ 15 △ 4,104 △ 44.1 △ 42.1

内 設 置 審 査 3 1,539 4 2,052 △ 1 △ 513 △ 25.0 △ 25.0

訳 変 更 審 査 16 4,104 30 7,695 △ 14 △ 3,591 △ 46.7 △ 46.7

計 882 497,180 878 505,375 4 △ 8,195 0.5 △ 1.6

２ 技術援助

１３１件 ７５，８５８千円

（８０，２４１千円）

事業者等の求めに応じて、屋外タンク貯蔵所等の保安対策に係る、次のような専

門技術的な課題について支援しました。



(1) 屋外タンク貯蔵所に係るもの
① 旧法タンクの安全性調査の評価等に係る技術援助 ８件

② 屋外貯蔵タンクの溶接施工方法確認試験に係る技術援助 ５件

③ タンク開放周期の個別延長に係る技術援助 ３２件

④ 損傷を生じない浮き屋根及び浮き蓋に関する安全性評価

に係る技術援助 １件

➄ 準特定屋外タンクの安全性調査の評価等に係る技術援助 １件

⑥ 特定屋外貯蔵タンクの水張試験の合理化に係る技術援助 ８件

⑦ 特定屋外貯蔵タンクの浮き屋根の点検に係る技術援助 ９件

⑧ その他危険物貯蔵所等に係る技術援助 ３７件

(2) 危険物事故事例情報システムに係るもの
危険物に係る事故情報の提供に係る技術援助 ３０件

３ 性能評価等

３１１件 ５７，４３０千円

（５９，９６１千円）

消防法令上、明確な判断基準が定められていないもの等について、合理的な保安

対策の推進に資するため、火災予防上又は消火活動上有効なものかどうか等の性能

評価等業務を実施しました。

① 危険物関連設備等の性能評価 １７６件

② ガス系消火設備等の評価 ２１件

③ 大型化学消防車等の省力化の評価 ３０件

④ 単独荷卸しに係る仕組みの評価 ５９件

⑤ 変更工事に係る認定事業所の評価 ８件

⑥ 地下貯蔵タンク及びタンク室等の構造・設備に係る評価 １７件

⑦ 大容量泡放水砲の防災要員の減員の評価 ０件

４ 試験確認等

(1) 試験確認 ５０９件 ９３，８９５千円

（８９，５８３千円）

危険物等に係る事故の発生を防止するため、危険物の運搬容器や危険物等を取り

扱う設備、機器の構造、性能等が所定の技術上の基準に適合するかどうかについて、

各種試験を行い確認する業務を実施しました。

① 危険物運搬容器に係る試験確認 ２１４件

② 少量危険物タンクに係る試験確認 ２７件

③ 二重殻タンクに係る試験確認 １０２件

④ 固定給油設備等に係る試験確認 ８４件

⑤ 油中ポンプ設備に係る試験確認 １０件



⑥ パッケージ型泡消火設備に係る試験確認 ７件

⑦ 超音波厚さ計に係る試験確認 ０件

⑧ 屋外貯蔵タンクの内部コーティング材料に係る試験確認 ７件

⑨ 防油堤目地部の補強材に係る試験確認 ６件

⑩ 放電加工機に係る試験確認 ４９件

⑪ ナトリウム・硫黄電池に係る試験確認 ３件

(2) 危険物データベース登録確認書の交付

７５７枚 １，０２６千円

（１，２２２千円）

消防庁の危険物データベースに登録されている物品について、同データベースに

登録されていることを証する確認書の交付や同データベースに登録した物品に係る

一覧表の発行を実施しました。

① 危険物データベース登録確認書の交付 ５７３枚

② 危険物データベース登録物品一覧表の発行 １８４枚

５ 危険物施設等の保安に関する診断

３件 ３，９９３千円

（１０，６１２千円）

製油所における自主保安体制に関する変更管理、工事管理等の診断及び評価を実

施しました。

６ 調査研究

４件 ８６，９１１千円

(７５，２０４千円）

受託した調査研究の事業内容は、次のとおりです。

① 地上タンク等を設置する給油取扱所及び移動タンク貯蔵所と可搬式給油設備等

を接続した給油取扱所に係る安全対策のあり方に関する調査分析業務

② 石油コンビナート災害等特殊災害対応の充実強化に関する検討業務

③ 新技術を活用した防災資機材の有効性の検討

④ タンク開放検査の合理化に関する調査（コーティング上からの溶接線検査）

このほか、自主研究の一環で、VR技術を活用した防災教育資機材の開発として、
石油備蓄基地の「電子版立体構内図」の検討用映像を作成しました。

７ 講習会等の開催

７６，７２８千円

（９２，７６４千円）

令和２年度は、集合研修について延べ１９会場（受講者総数８３５名）で開催する



とともに、出前出張研修について延べ４４事業所（受講者総数８６２名）で開催しま

した。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策として、一部の講習会等の開催は web
配信での開催とし、受講確認を行っていない危険物保安技術講習会を除く受講者総数

は４２４名でした。

(1) 保安技術講習
危険物保安技術講習会 １会場 ９９名

（都道府県及び消防本部向けの web配信も実施）

(2) 防災管理研修等
① 防災管理者・副防災管理者研修会 ７会場 ２５２名

延べ９事業所 ２０７名

② 危険物基礎研修 １会場 １名

③ 危険物施設総合研修訓練 １会場 １７名

(3) 事故防止セミナー
危険物事故事例セミナー web配信 １７１名

(4) 保安技術専門講習会
① 屋外タンク実務担当者講習会

web配信 ２５３名

② コーティング上からのタンク底部板厚測定講習会

２会場 １２０名

③ 屋外貯蔵タンクのコーティング管理技術者講習会

２会場 １１８名

④ 屋外タンク貯蔵所の泡消火設備の一体的な点検に関する講習会

３会場 ５７名

⑤ 単独荷卸しに係る運行管理者等研修会

２会場 １７１名

延べ３５事業所 ６５５名

８ 情報の収集・提供等

(1) 屋外タンク貯蔵所に係る事故の原因調査
令和２年度は、２製油所での浮き屋根の漏洩事故を調査しました。

(2) 情報の提供等
危険物等の保安技術に関する情報の提供等として、次のような事業を実施しまし

た。

① 機関誌の発行



技術情報誌「SAFETY & TOMORROW」を隔月に発刊しました。

② ホームページ

ホームページ(http://www.khk-syoubou.or.jp/)を通じて協会業務や財務内容等に関
する情報の提供に努めました。

③ 危険物事故防止対策論文の募集・表彰

危険物に係る火災・流出等の事故件数が高い水準を示しているなか、事故防止

に係る提案、提言等を得ることを目的として募集したところ、１２編の応募があ

り、消防庁長官賞１編、理事長賞１編及び奨励賞１編を選考しました。

９ 業務運営の合理化・効率化等

更なる業務運営の合理化・効率化を推進するべく、昨年度に引き続き研修受付システムの

整備を進めるとともに、ペーパーレス化に資するため、審査書類の電子データ化を進め

ました。

また、新型コロナウイルス感染症拡大防止対策等の一環として、役職員のテレワーク環境

等を整備しました。

10 理事会・評議員会の開催状況
(1) 理事会
・令和２年５月２５日

評議員の任命について

・令和２年６月１５日

令和元年度事業報告書・財務諸表及び決算報告書(案)について

・令和２年７月１６日

理事の選任について

常勤の理事の指名に係る承認について

監事の選任について

・令和２年７月２９日

理事長の選任について

役員の報酬について

・令和２年９月１日

評議員の任命について

・令和３年１月１８日

評議員の任命について

・令和３年３月１２日

令和３年度事業計画(案)

令和３年度予算(案)

危険物保安技術協会定款の一部変更（案）

役員の報酬について

顧問の委嘱について



(2) 評議員会
・令和２年６月１２日

令和元年度事業報告書・財務諸表及び決算報告書(案)について

・令和３年３月９日

令和３年度事業計画(案)

令和３年度予算(案)

危険物保安技術協会定款の一部変更（案）


